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当会では、今後の税制改革に向けた要望項目を取りまとめ、9月28日（金）に意見書「今後の税制改革
に向けた提言～財政健全化と経済成長の両立のために～」を公表した。意見書では、税財政に関する
基本的な考え方を示した上で、今後の税制改革に向けて、2019年度改正を見すえた項目と中長期的に
検討が必要な項目を整理し、財政健全化に資する消費税率の着実な引き上げや経済成長につながる法
人税制の整備などを提言した。

今後の税制改革に向けた提言
～財政健全化と経済成長の両立のために～

　わが国の経済は、緩やかな回復基調にあるが、人
口減少・少子高齢化、中間層の剥落、経済のグロー
バル化や保護主義への回帰など、経済社会構造が
変化するなかで、さまざまな課題が顕在化している。
　税財政の分野については、ここ数年、税収は増加
傾向にあるが、今後、社会保障費などがさらに増加
していくことをふまえると、国・地方ともに税制改
革を進めるなどして、財源を安定的に確保していか
なければならない。歳出面では、国と地方をあわせ
た債務残高が1,000兆円を超え、他国に類を見ない
状況となるなかで、財政再建に向けて、もはや待っ
たなしの状況にある。将来世代に負担を先送りしな
いためにも、社会保障制度の見直しや行政のさらな
る効率化、民間活力の活用などを進め、徹底した改
革を実行していく必要がある。
　このような状況下で、政府は、2018年6月に発表
した「経済財政運営と改革の基本方針2018」にお
いて、2020年度の達成を目標としてきた国と地方
の基礎的財政収支（ＰＢ）の黒字化達成時期を５年先
送りした。国際社会・市場からの信認を得るために
も、目標である2025年度のＰＢ黒字化を必ず達成で
きるように、税財政に関する改革を進めていくこと
が求められる。

　今回の意見書では、税制改革の方向性として、「公
平・中立・簡素」の租税原則に基づき、経済成長の
実現と財政健全化につながる改革を求めた。
　その上で、厳しい財政状況をふまえ、社会保障の
安定財源となる消費税の税率を着実に引き上げてい
くことが極めて重要であるとした。法人税について
は、実効税率の引き下げなどにより、一律に減税を
進めていくのではなく、研究開発や先端投資、人材
育成などの好循環につながる的を絞った政策に重点

を置くべきとした。
　また、中間層の活力を高めることは日本経済の健
全で持続的な成長にもつながるため、中間層の疲弊
や剥落、格差の拡大などを防ぐ政策の実現も求めた。
　あわせて、租税特別措置などの政策減税について
は、補助金など他の政策と目的が似通った制度があ
ると指摘し、政策効果や活用度を見極めながら、制
度を取捨選択していく必要があるとした。
　これらの観点をふまえた2019年度改正を見すえ
た主な要望項目と中長期的な検討項目は以下のとお
り（図１）。
■2019年度改正を見すえた主な要望項目
①消費税率の着実な引き上げ
　膨張を続ける社会保障の安定財源として、来年
10月に予定されている消費税率の10％への引き上
げは極めて重要である。将来的には15％を超える水
準への引き上げも視野に入れつつ、国民の理解を得
ながら、税率のさらなる引き上げを行っていく必要
がある。なお、10％増税時に予定されている軽減税
率については、導入されない場合と比べて、１兆円
程度の減収が見込まれることや、低所得者への逆進
性緩和策としての効果も限定的であること、企業の
事務負担が煩雑になることなどの問題があるため、
その導入を見送るべきである。
②経済成長につながる企業活動を後押しする
　法人税率の整備
　法人税については、今回、見直しの時期にあたる
研究開発税制の拡充などイノベーション創出につな
がる税制のさらなる整備などが求められる。研究開
発税制については、企業の投資意欲を高めるために
も、高水準型などの仕組みを維持しながら、試験研
究費の増額に対するインセンティブを強化した上
で、控除限度割合を引き上げる必要がある。また、
ＶＲ（仮想現実）など新たな技術を活用した高度な研
究やデザイン開発に関する費用なども幅広く支援対

税財政に関する現状と基本的な考え方

税制改革の方向性と要望項目
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象として認めるべきである。さらに、大規模災害が
相次ぐなかで、防災・減災対策を後押しする制度の
整備は極めて重要であり、すべての企業を対象とす
る関連投資への税制優遇措置を整備・創設すべきで
ある。
　地方税の申告や国際課税への対応などについて
は、企業の事務負担を軽減することも求められる。
特に、地方税の申告については、全国展開をしてい
る企業にとって、複数の税目について多数の自治体
に納税する必要があり、企業に過度な負担を課して
いる。簡素な税制にするためにも、事務負担に配慮
した制度設計としていく必要がある。
■中長期的に検討が必要な項目
①個人所得課税・資産課税等
　経済社会構造が変化するなかで、中長期的には、
個人所得課税や資産課税についても検討が必要と
なってくる。所得税については、女性や高齢者の就
労を促進し、多様なキャリア形成を後押しするため
に、配偶者控除の廃止や公的年金等控除の見直しな
どを進めていくべきである。また、再分配のための
財源を確保するため、控除の整理・見直しなどを進
めていくこととあわせて、税額控除方式への移行な
ども今後の検討課題である。資産課税については、
税を通じた再分配のみならず、教育機関やＮＰＯな
どへの寄附を促進することにより、社会への還元を
進めていくことが極めて重要となる。あわせて、寄
附や遺贈を行った際の優遇税制の拡充や手続きの簡
素化も進めていくべきである。
　グローバル経済が進展するなかでの国際課税への
対応、シェアリング・エコノミーなど多様化する経
済活動と適正な課税のあり方なども検討を進めてい
かなければならない。

②財政健全化の実現に向けて
　財政健全化を実現する税財政改革を実行していく
ためには、改革の道筋を明らかにして、地に足をつ
けた取り組みを実行していかなければならない。ま
た、税や社会保障の分野での改革は、国民生活に広
くかかわるため、透明性を確保しながら、優先順位
と難易度を勘案して取り組みを進めていくことが求
められる。さらに、すべての国民が税財政改革の必
要性を正しく理解し、財政問題への意識を高めてい
くことも極めて重要である。
　経済界としても、研究開発の促進や所得・雇用の
拡大などを通じて、経済の好循環を生み出し、わが
国の経済成長および社会課題の解決に貢献していく。

　今回の意見書では、税制を中心に歳入面での改革
の必要性を示したが、財政健全化を実現していくた
めには、社会保障改革や行政改革など、歳出面での
改革も同時に実行していく必要がある。当会では、引
き続き、税財政に関するさまざまな検討課題（図2）
について、歳出・歳入の両面から議論を深めながら、
適切なタイミングで政策提言を行っていく。
＊意見書全文は関経連ホームページに掲載。

（経済調査部 半田佑紀）

今後の取り組み

〈図２ 税財政分野における主な検討課題〉

〈図１ 今後の税制改革に向けた提言（概要）〉
2019年度改正を見すえた要望項目

（1）財政健全化に資する消費税率の着実な引き上げ
	   2019年10月の消費税率10％への引き上げ
	   将来的なさらなる税率引き上げ（15％超）の検討
	   軽減税率制度の導入見送り
（2）経済成長につながる企業活動を後押しする法人税制の整備
	 実効税率引き下げなど一律に減税するのではなく、研
究開発や人材投資など経済の好循環につながる制度の
整備に尽力すべき。

	 ①イノベーション創出・生産性向上につながる税制の整備
	 　（研究開発税制の拡充等）
	 ②人材育成を後押しする税制の整備（所得拡大促進税制の見直し）
	 ③ベンチャー投資環境の整備（ベンチャー投資促進税制の拡充等）
	 ④国土強靭化・地方創生につながる税制の整備
	 　（国土強靭化税制の創設等）
（3）その他（企業の事務負担軽減）
	 地方税申告の簡素化
	 	 （申請窓口の一本化、申請書類の簡素化、eLTAXの利便性向上）
	 国際課税に係る業務の事務負担軽減

中長期的に検討が必要な項目
（1）個人所得課税・資産課税のあり方
	 マイナンバー制度の活用などにより、所得・資産を補
足できる環境を整備しながら、若年層や子育て世代に
光の当たる制度を構築し、活力ある中間層を復活させ
ていくことが重要。

	 各種控除の整理・見直し
	 	 （配偶者控除の廃止、公的年金等控除の見直し等）
	 所得控除方式から税額控除方式への移行
	 寄附など次世代の取り組みを支援する制度検討　
（2）その他
	 ①地方税のあり方
	 税源偏在性の是正、外形標準課税の将来的な課税のあり方

の検討等
	 ②国際課税への対応
	 国境を越えた取引に係る課税のあり方の検討等
	 ③多様化する経済活動への対応
	 シェアリング・エコノミーなどへの課税のあり方の検討等

将来世代に責任のある
社会保障制度改革

（給付効率化・重点化等）企業活動を後押しし、
経済成長につながる
法人関係税制の見直し

中間層剥落・格差拡大
に対応するための

個人所得・資産課税改革

効率的な行政サービス実現と
民間の活力向上に向けた行政改革

財政規律の確保に関する
法的枠組みの検討

歳出の観点（社会保障改革など）歳入の観点（税制改革など）
社会保障の安定財源となる
消費税率の引き上げ

地域の発展を
後押しする
地方税財政改革
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